
 
 
 

   

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

地域における在宅療養体制の確保 

 広域連携支援 

■在宅療養環境整備支援事業（医療保健政策区市町村包括補助） 

 ・在宅療養支援窓口（14区市町村） ・在宅療養後方支援病床確保事業（7区市町村）  

 ・在宅療養推進協議会（20区市町村） 

■区市町村在宅療養推進事業  
 （地域医療介護総合確保基金（区市町村計画分） 【620,000千円】 
 

 在宅における医療と介護・福祉等の連携を推進するに当たり、医療面における支援体
制を整備するために、区市町村が実施する取組を支援 

 ・医療コーディネート体制の整備（12区市町村）    

 ・退院患者への医療・介護連携支援（9区市町村）  
 ・かかりつけ医と入院医療機関の連携促進（10区市町村） 
 ・小児等在宅医療の提供体制の整備（小児等在宅医療推進事業）【新規】※1 

■在宅医等相互支援体制構築事業 【7,800千円】  

       複数の在宅医が相互に補完し、または訪問看護ステーションと連携し、 

  チームとして２４時間の診療体制を確保（10地区医師会）  

■在宅療養推進基盤整備事業 【62,044千円】  
      （地域医療介護総合確保基金） 

       地域包括ケアシステムにおける在宅療養について都民の理解を深めると 

  ともに、医療と介護が連携し、ＩＣＴネットワークの活用等により効果的 
  に情報を共有し、連携して在宅療養患者を支える体制を構築 

 ・多職種連携連絡会（連絡会・普及啓発） 

 ・多職種ネットワーク構築事業(ＩＣＴを活用した多職種連携体制の構築) 

                             （49地区医師会）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■在宅療養移行支援事業  
     （地域医療介護総合確保基金）【82,800千円】 

   地域の救急医療機関における退院支援の取組を支援し、入院患者を円滑に 

 在宅へ移行するとともに、在宅療養患者の病状変化時の受入体制を充実 
（4医療機関） 

■在宅療養移行体制強化事業  
     （地域医療介護総合確保基金）【429,374千円】 

   地域包括ケアシステムにおける在宅療養移行支援の意義や医療機関の役割 

  を理解するとともに、入院早期から退院後の生活を見据え、地域とも連携し 
  た退院支援に取り組む人材を養成・確保 
   ・研修事業（190病院）           ・人件費補助（62病院） 

■在宅療養研修事業 【17,609千円】 

 「在宅療養地域リーダー」を養成し、リーダーを中心とする多職種連携 
研修等を実施 （リーダー研修参加者 199名 うち医師64名、 地域での研修 24地区医師会） 

■在宅療養支援員養成事業 【16,173千円】 
区市町村の支援窓口においてサービス調整を担う支援員を養成（54名23区市町村） 

■小児等在宅医療推進事業【新規】 （区市町村在宅療養推進事業で実施） 

 

   小児等在宅医療の推進を図るため、区市町村が地域の実情に応じて実施する取
組を支援 
・検討の場の設置、連携体制の構築 ・実態調査の実施  
・相談窓口の設置 ・人材確保、育成 ・家族支援 等 
    

      平成2９年度 在宅療養推進に向けた都の取組 

 
 
 
 

■暮らしの場における看取り支援事業【108,354千円】 
 
 在宅や施設等の住み慣れた暮らしの場における看取りを支援 
・都民向け講演会の開催 ・看取り研修の実施 ・環境整備に対する支援 

 看取り支援に関する取組 

  【】：平成29年度 予算額 
  （）：平成28年度実績 

【東京都医師会・地区医師会への支援】 

■広域連携支援（病院と地域の連携）（再掲※2）【新規】 
 「東京都地域医療構想調整会議」のもと、病院と区市町村による意見交換の場を設定 

在宅療養生活への円滑な移行の促進 

 

 
 

小児等在宅医療に対する取組 

■小児等在宅医療推進部会 
■小児等在宅医療の提供体制の整備（小児等在宅医療推進事業（再掲※１）【新規】  

【区市町村への支援】 

■広域連携支援（病院と地域の連携）【新規】※2  

医療・介護に関わる多職種の人材育成・確保 
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